
 

北九州市の現状認識(人口・保有資産の状況) -政令市比較を中心として- 

１ 人口 政令市の中で人口減少率はワーストであると同時に高齢人口割合はトップ                     

【施設の需給関係】 
・総人口は既に減少局面に突入し、10 年後（平成 32 年）は 90 万人以下となる見込み。行政サービス需要減が見込まれることから、100 万人
超時代に整備された公共資産総量の単純な維持・更新は避けるべき。 

【将来人口の構成】 
・生産年齢人口は、今後 20年間で 3割近く（約 14万人）減少することが見込まれる一方、高齢人口は約 3万人増加する見込み。加えて、既に
政令市中最も高齢人口割合が高く、今後の高齢人口増加のスピードは速いと見込まれることから、更なる減収と扶助費増が予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口増加率
順位 都市 H7→Ｈ17 Ｈ17→Ｈ27

1位 川崎市 10.3% 4.5%
2位 福岡市 9.1% 4.7%
3位 さいたま市 9.1% 2.8%
4位 相模原市 8.5% 2.8%
5位 横浜市 8.2% 4.0%
6位 千葉市 7.9% 4.2%
7位 神戸市 7.1% 0.0%
8位 札幌市 7.0% 1.8%
9位 仙台市 5.5% 0.7%
10位 岡山市 4.9% 2.2%
11位 浜松市 4.9% 0.7%
12位 広島市 3.3% ▲ 0.1%

13位 名古屋市 2.9% 0.4%
14位 新潟市 2.2% ▲ 1.9%
15位 大阪市 1.0% ▲ 2.1%
16位 京都市 0.3% ▲ 1.8%
17位 堺市 ▲ 1.1% ▲ 2.4%
18位 静岡市 ▲ 2.1% ▲ 4.3%
19位 北九州市 ▲ 2.6% ▲ 5.6%

4.8% 0.9%

1.8% ▲ 1.8%

政令市平均
全国

高齢人口割合
順位 都市 Ｈ17

1位 川崎市 15%
2位 相模原市 15%
3位 福岡市 15%
4位 仙台市 16%
5位 さいたま市 16%
6位 千葉市 16%
7位 広島市 17%
8位 横浜市 17%
9位 札幌市 17%
10位 名古屋市 18%
11位 堺市 19%
12位 岡山市 19%

13位 京都市 20%
14位 浜松市 20%
15位 神戸市 20%
16位 大阪市 20%
17位 新潟市 21%
18位 静岡市 21%
19位 北九州市 22%

18%

20%

政令市平均
全国

【図２】人口増加率と高齢人口割合（政令市比較） 【図１】年齢３区分別人口推移 

出典：図 1～図 2 国立社会保障・人口問題研究所（平成 20 年 12 月推計）及び「平成 12年国勢調査」「平成 17年国勢調査」より作成 
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２ 保有資産の他都市比較 （１） 政令市中施設保有量は多く、投資的経費も大→総量圧縮の目標設定が必須     

【保有資産の総量】 
・北九州市は他政令市と比較しても、資産保有量が多い。また、資産保有量が多い自治体と同様に、公営住宅の割合が大きいことが特

徴である。 
 

 【図３】主要都市の分類延床面積（平成 22年度） 
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２ 保有資産の他都市比較 （２） 政令市中施設保有量は多く、投資的経費も大→総量圧縮の目標設定が必須       

【追加の投資水準】 
・市全体の一人当たり公共資産と投資的経費の関係をみても、多くの公共資産を抱え、なおかつ投資的経費を多額に要していることが分

かる。しかし、投資的経費は従前と比べて圧縮されており、さらに圧縮し続けることは困難であると推測される。 
 

 
 

【図４】市民一人当たり公共資産及び投資的経費（政令市） 【図５】北九州市の投資的経費の推移 

出典：図４，５各市「財務諸表」及び「市町村別決算状況調」より作成 

※公共資産：財務諸表（普通会計）に計上されている公共資産。
また、総務省改訂モデル採用都市のみ。 

※いずれもＨ21 年度決算 
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３ 更新コスト試算                                       

(1) 公共施設の更新コスト試算 

  ・市が保有する施設には、昭和 40年代中盤から 50年代後半に整備された施設が多い。今後、施設の老朽化に対応しようとした場合、建替、大規模改修に多くの
コストが発生することが予測されることから、今後 40 年間にかかるコストについて、総務省が公表している試算ソフトの考え方に基づき、本市の実態に合わせて
算出した。 

 

<総務省ソフトの試算条件> 

 ①耐用年数の設定 

    目標耐用年数  60 年 

 ②更新年数の設定 

   ・建設時より 30年後に大規模改修を行い、60 年後に建替 

   ・平成 22 年 4月 1日時点で、建設時より 31年以上、50 年未満で大規模改修を行っていない施設については、今後 10年間で均等に大規模改修を行うと仮定 

   ・現時点で、建築時より 51年以上経過しているものは、建替の時期が近いので大規模改修は行わないと仮定 

 ③建替、大規模改修時の単価設定 

 建替 大規模改修 

市民文科系・社会教育系・行政系施設等 28 万円/㎡ 17 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 23 万円/㎡ 14 万円/㎡ 

学校教育系・子育て支援施設等 23 万円/㎡ 14 万円/㎡ 

市営住宅 20 万円/㎡ 12 万円/㎡ 

※本市の平成 21 年度～平成 23年度の工事実績により、建替単価を算出。それに 6割を乗じて大規模改修単価を算出した 

 ④試算の対象となる施設 

    本市が保有する公共施設のうち、普通会計の施設（4,635,497 ㎡／5,323,468 ㎡） 
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<試算結果> 

   ・今後、公共施設の建替・大規模改修にかかるコストを試算すると、40年間総額で 1兆 1,800 億円、年平均で 295 億円となる。 

   ・試算に対し、総務省モデルに準拠して積算した、平成18年度～平成22年度にかけての公共施設の既存更新（公共施設の改修、更新費用）分に係る平均の投

資実績額は約 166 億円、新規整備（新たな公共施設の建設費用）分まで含めても、約 180 億円であり、相当量の不足額が想定される。 

図 更新コスト試算（公共施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  40年 間 の 更新 費用 11,800  億 円

  1年 あ たり の更 新費 用 295  億 円

　 試算 対象 延床 面積 4, 635, 4 97 　 ㎡

※ 　普 通会 計の う ち 、 2009年 度 ま で に建 設し た 公 共施 設

公共施 設に係 る更新費 用の推計
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